
嘉麻市行政改革実施計画の実施状況
（平成20年6月1日現在）

平成２０年９月

嘉　　　麻　　　市



行政改革実施計画効果額及び見込み額総括表

上段：実績（又は実績見込み）　　　下段：計画値 単位：千円

基本方針 推進項目 実施項目数 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 計 備考

１　財政の健全化

（１）計画的な財政運営 0 0 0 0 0 0

　　　　（No1～No4） 4 0 0 0 0 0 0

（２）自主財源の確保

　　①収納率の向上 0 51,643 72,122 82,889 83,155 289,809 取り止め　1件

　　　　（No5～No12） 8 0 0 25,450 50,901 101,802 178,153

　　②滞納対策の強化 0 20,319 35,375 37,424 37,653 130,771 取り止め　1件

　　　　（No13～No19） 7 0 0 6,797 27,187 54,374 88,358

　　③受益者負担の適正化 0 0 19,920 68,257 71,237 159,414

　　　　（No20～No26） 7 0 0 48,882 94,002 94,002 236,886

　　④新たな財源の確保 0 1,499 2,185 12,673 12,673 29,030

　　　　（No27～No34） 8 140 1,040 12,956 12,956 12,956 40,048

（３）歳出の削減 0 130,481 124,907 135,448 138,052 528,888

　　　　（No35～No47） 13 740 280,650 352,921 352,921 352,921 1,340,153

（４）事務事業の見直し 0 112,584 137,025 187,940 188,400 625,949 取り止め　1件

　　　　（No48～No65） 18 0 94,859 156,809 214,926 216,974 683,568

（５）補助金等の見直し 0 36,513 51,505 65,329 70,215 223,562

　　　　（No66～No69） 4 0 47,552 97,855 97,855 97,855 341,117

（６）公営企業の経営健全化 0 0 0 0 0 0 取り止め　1件

　　　　（No70～No72） 3 0 0 0 0 0 0

（７）出資法人等の見直し 0 0 0 0 0 0

　　　　（No73～No74） 2 0 0 0 0 0 0

（８）公共工事のコスト縮減 0 0 0 0 0 0

　　　　（No75～No78） 4 0 0 0 0 0 0

小計 0 353,039 443,039 589,960 601,385 1,987,423

　　　　（No1～No78） 78 880 424,101 701,670 850,748 930,884 2,908,283

２　簡素で効率的な組織の構築

（１）組織・機構の見直し 0 0 195 195 96,392 96,782

　　　　（No79～No91） 13 0 0 0 56,997 56,997 113,994

（２）総合支所の見直し 0 0 0 0 0 0

　　　　（No92～No94） 3 0 0 0 0 0 0

（３）定員管理の適正化 0 358,054 406,034 459,479 559,950 1,783,517

　　　　（No95～No98） 4 0 222,000 358,000 492,000 614,000 1,686,000

（４）給与の適正化 0 38,258 55,646 55,646 55,646 205,196

　　　　（No99～No102） 4 0 71,838 71,838 71,838 71,838 287,352

小計 0 396,312 461,875 515,320 711,988 2,085,495

　　　　（No79～No102） 24 0 293,838 429,838 620,835 742,835 2,087,346
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行政改革実施計画効果額及び見込み額総括表

上段：実績（又は実績見込み）　　　下段：計画値 単位：千円

基本方針 推進項目 実施項目数 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 計 備考

３　民間活力の導入
（１）民営化・民間委託の推
進

0 0 0 0 0 0 取り止め　1件

　　　　（No103～No109） 7 0 0 0 5,509 5,509 11,018

（２）公共施設の見直し 0 22,278 29,885 30,041 30,041 112,245

　　　　（No110～No122） 13 0 0 0 126,505 126,505 253,010

小計 0 22,278 29,885 30,041 30,041 112,245

　　　　（No103～No122） 20 0 0 0 132,014 132,014 264,028

４　人材の育成

（１）職員の意識改革 0 0 0 0 0 0

　　　　（No123） 1 0 0 0 0 0 0

（２）計画的な人材育成 0 0 0 0 0 0

　　　　（No124～No126） 3 0 0 0 0 0 0

（３）人事評価制度の導入等 0 0 0 0 0 0

　　　　（No127～No130） 4 0 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0 0

8 0 0 0 0 0 0

５　市民との協働

（１）市民参画の推進 0 0 0 0 0 0

　　　　（No131～No133） 3 0 0 0 0 0 0

（２）地域協働の推進 0 0 0 0 0 0

　　　　（No134～No137） 4 0 0 0 0 0 0
（３）公正の確保と透明性の
向上

0 0 0 0 0 0

　　　　（No138～No140） 3 0 0 0 0 0 0

小計 0 0 0 0 0 0

　　　　（No131～No140） 10 0 0 0 0 0 0

0 771,629 934,799 1,135,321 1,343,414 4,185,163 取り止め　５件

140 880 717,939 1,131,508 1,603,597 1,805,733 5,259,657

― 53,690 -196,709 -468,276 -462,319 -1,074,494

　　合　　　　計

　　計　画　と　の　比　較
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【基本方針】

【推進項目】

18 19 20 21 22

検討
実施

→ → → →

検討 実施 → → →

検討 → 実施 → →

検討
実施

→ → → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

１　財政の健全化

（１）　計画的な財政運営

財政健全化計画の策定

起債の抑制

4
各特別会計については、一般会計からの
繰出し金に頼りすぎないよう、経営の健全
化に努める。

実施済み特別会計の経営健全化
財政課

特別会計
所管課

特別会計への繰出し金については、適正基準
内で運用している。

2
財政健全化計画に基づき、新発債につい
ては極力抑制する。
実質公債比率１３％以下を目標とする。

実質公債費比率
・H17 16.6%
・H18 16.3%
・H19 15.1%

3
連結バランスシートや行政コスト計算書を
作成し、市民に分かりやすい形で財政状況
を公表する。

実施済み

着手済み財政状況の公表

備　　　考

1

計画的な財政運営を行うため、財政健全
化計画を策定する。
経常収支比率については、平成２２年度決
算で１００％以下を目標とする。

経常収支比率
・H17 111.3%
・H18 105.9%
・H19 101.2%

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項 実　施　課

財政課

財政課

財政課

実施状況

H19.2月に策定した財政健全化計画に基づき計
画的な財政運営に努めている。経常収支比率
は毎年度確実に減少しており、H20決算で100％
以下を達成する見込み。

財政健全化計画に基づく新発債の抑制により、
実質公債費比率は毎年度確実に減少している。

H20において、普通会計のＢＳ（貸借対照表）、Ｐ
Ｌ（損益計算書）を作成し、H21で連結対象法人
等との連結を行い公表する予定で作業をすすめ
ている。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
実施

→ → → →

51,643 72,122 82,889 83,155
25,450 50,901 101,802

検討
実施

→ → → →

検討 実施 → →

検討 実施 → →

検討 実施 → → →

検討 → 実施 → →

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

0 51,643 72,122 82,889 83,155
0 0 25,450 50,901 101,802

１　財政の健全化

（２）　自主財源の確保　①収納率の向上

国民健康保険税の期別納
付額の平準化

口座振替の推進

納税啓発の推進

公共施設における税等収
納事務の検討

収納窓口開設時間の延長

12

現行制度では、第一期分に分割金額の端数が集
中し、第一期納付額が他の納付額より著しく高額
となる場合があるため、端数の処理方法を見直
し、期別納付額の平準化を図る。

実施済み 平成１９年４月から実施済み

10
収納事務の平準化、効率化を図るた
め、収納対策マニュアルを作成する。

11
収納対策月間（８月、１月）を設定し、収
納対策を集中的に実施する。

取り止め

実施済み
収納対策マニュアルの作
成

収納対策月間の設定

8
時差出勤の実施等により、時間外収納
窓口の開設等について実施する。

9
収納率の向上を図るため、効果的・効
率的な収納体制を構築する。

一部実施
済み

実施済み収納体制の充実

収納対策課

6
納税意識の向上を図るため、児童・生
徒や社会人を対象とした租税教室等を
開催する。

7
職員が常駐する公共施設での税等収
納業務について、検討を行う。

実施済み

未着手

備　　　考

5
自主納税をさらに徹底するため、口座
振替利用者の拡大を図る。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項 実　施　課

収納対策課及
び料等所管課

税務課

収納対策課

収納対策課

収納対策課

収納対策課

市民課

実施状況

各所管課において、口座振替利用者の拡大に
努めている

・１８年度　２回開催
・１９年度　１回開催
※市内小中学校に案内文書を送付し、学校から
の依頼により実施している。

対象となる収納金は税だけではないうえ、施設
及びその管理課との関連もあるため、収納対策
課だけで実施できるものではない。

収納対策課は、臨戸訪問による徴収は原則とし
て行わないため、時差出勤の対象ではないと考
える。なお、年度の節目に、電話催告と併せて、
夜間収納窓口を開設している(年４～５回程度)。

徴収体制を、合併前の「臨戸訪問によるお願い
徴収」から、「法的措置としての取り立て徴収」へ
とシフトしている。

収納対策マニュアルは既に作成済み。このマ
ニュアルを基本とした徴収体制を目指している。

№15と抱き合わせで計画されたものであるが、
収納対策課は原則として臨戸訪問による徴収は
行わないため、「月間」の設定の予定はない。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 実施 → → →

20,319 35,375 37,424 37,653
6,797 27,187 54,374

検討
検討
実施

→ → →

検討
検討
実施

→ → →

検討
検討
実施

→ → →

検討
検討
実施

→ → →

検討 実施 → →

検討 実施 → →

0 20,319 35,375 37,424 37,653
0 0 6,797 27,187 54,374

１　財政の健全化

（２）　自主財源の確保　②滞納対策の強化

滞納対策専門部署の新設

法的措置の強化

19

市税等の負担と完納の促進を図るため、滞納者
が補助・助成制度その他の行政サービスについ
て、必要に応じてその一部を制限する制度の導入
について、検討する。

未着手

未着手インターネット公売の導入

滞納者に対する行政サー
ビスの制限の実施検討

18
インターネット公売を導入し、差し押さえ
物件の換価を推進し、税収増を図る。

17
収納担当者の知識及び事務レベルの
向上等を図るため、派遣研修等専門研
修を実施する。

実施済み

実施済み専門研修の充実

プロジェクトチームの編成16

収納事務関係課職員によるプロジェクト
チームを編成し、滞納者に対する情報
共有等を行い、効率的な滞納対策を実
施する。

14
滞納対策を強化するため、基準を設け
て差し押さえ等の法的措置の強化を図
る。

15

管理職による滞納対策チームを編成
し、収納対策月間において収納担当課
等と連携して滞納者宅の臨個訪問等を
実施する。

実施済み

取り止め滞納対策チームの編成

備　　　考

13
市税や料等の滞納対策を全庁的に所
掌する専門部署を新たに創設する。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項 実　施　課

人事課

収納対策課

収納対策課

収納対策課

人事課

収納対策課

収納対策課

実施状況

Ｈ19.8に機構改革により「収納対策課」を新設。
また、収納強化における税及び料の所管部門の
横断的な連携を図るため、H19.12に収納対策本
部を設置。

積極的に法的措置を講じている。

№11と抱き合わせで計画されたものであるが、
収納対策課は原則として臨戸訪問による徴収は
行わないため、「対策チームの編成」の予定は
ない。

収納対策本部を立ち上げ、その下部組織として
収納法務特務班(プロジェクトチーム)を設置し
た。

中央研修機関に職員を派遣。また、H19.3に全
職員を対象とした債権回収研修を実施

収納法務特務班が実施する予定

滞納者に対する行政サービスの制限は、違法性が否
定できないため、慎重な対応が不可欠であると考え
る。なお、税等収納金所管課だけではなく、行政サー
ビス担当課との関連もあり、収納対策課だけで検討・
実施できるものではない。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 実施 → →

6,686 6,686 6,686
6,392 6,392 6,392

検討 実施 → →

1,692 1,929 1,929
22,949 22,949 22,949

検討 実施 → →

検討 実施 → →

5,431 5,431 5,431
5,662 5,662 5,662

検討 → 実施 →

検討 実施 → →

6,111 9,091 12,071
13,879 13,879 13,879

検討 → → 実施 →

45,120 45,120
45,120 45,120

0 0 19,920 68,257 71,237
0 0 48,882 94,002 94,002

１　財政の健全化

（２）　自主財源の確保　③受益者負担の適正化

地上デジタル放送開始に
伴う施設利用有料化

手数料の見直し

使用料の見直し

減免規定の見直し

火葬場使用料の見直し

26
ＣＡＴＶ事業運営について、地デジ対応
設備整備に伴い加入者より基本料金を
徴収する

0円→800円／月程度着手済み
来年度の実施に向け市長・副市長・関係部長・
関係課長と協議を行っているが、進展していな
い。

25
厳しい財政財政状況を踏まえ、学童保
育等の利用料については、受益者負担
の適正化の観点から、見直しを行う。

学童保育所利用料
　1,000円→3,000円
　※H20：2,000円
　※H21：2,500円

実施済み
学童保育・児童クラブ利用
料の見直し

23
市内居住者の火葬場使用料について
は、無料から有料化する方向で見直し
を行う。

大人（市内居住者）
　0円→10,000円
小人（市内居住者）
　0円→5,000円

24
保育料の適正な負担のあり方につい
て、他市の状況を勘案しながら検討を
行う。

実施済み

着手済み保育料の見直し

環境課

21
公共施設の施設使用料等については、
庁内検討組織を設置して見直しを行う。

22
受益者負担の適正化の観点から、施設
使用料等の減免規定について見直しを
行う。

実施済み

実施済み

備　　　考

20

住民基本台帳事務、印鑑登録事務及び
税証明関係事務等における手数料につ
いて、近隣市の状況等を踏まえ、見直し
を行う。

住民票写し交付手数料等
　200円→300円

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項 実　施　課

市民課

施設使用料所
管課

施設使用料所
管課

こども育成課

こども育成課

情報推進課

実施状況

平成２０年４月から実施済み

使用料等見直し計画により、平成２０年４月から
実施済み

使用料の見直しに合わせて実施済み

平成２０年４月から実施済み

検討の結果、平成22年度以降に再度見直しを
行なうこととした。

平成19年12月議会において条例を改正し、平成
20年4月より適用した。
※経過措置あり
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 実施 → → →

675 675 675
200 800 800 800

検討 実施 → → →

検討 実施 → →

10,488 10,488
11,316 11,316 11,316

検討
実施

→ → → →

検討 → → →

検討 実施 → →

検討
実施

→ → → →

1,499 1,510 1,510 1,510
140 840 840 840 840

検討
実施

→ → →

0 1,499 2,185 12,673 12,673
140 1,040 12,956 12,956 12,956

１　財政の健全化

（２）　自主財源の確保　④新たな財源の確保

市ホームページ等を活用
した広告収入の導入

未利用市有財産の売却等
の推進

実　施　事　項

34

定住促進や地域振興等を図るため、商
店街等の空き店舗対策や空き家対策等
について、関係機関と連携して推進す
る。

着手済み

一部実施
済み

民間への市有宅地販売協
力の推進

空き店舗対策等の推進

32
市有宅地の販売を促進し、宅地分譲の
収入を促進するため、民間への市有宅
地販売協力の可能性を検討する。

31
庁内に研究会を設置し、法定外目的税
の創設や、現行税率の見直しなど税財
源確保策の調査研究を行う。

実施済み

未着手
新たな税財源の確保等の
調査研究

誘致企業の推進30
雇用対策、地域経済活性化、定住人口
増加等のため、積極的に企業誘致を推
進し、自主財源の確保を図る。

29
自動車通勤職員が日常的に公共施設
駐車場を利用する際の駐車場利用料を
導入する。

月1,000円／台

実施済み

着手済み
職員の公共施設駐車場利
用料の導入

28
未利用市有財産の売却や貸付を積極
的に推進する。

備　　　考

27
市ホームページや市広報紙、公用車な
どへの有料広告掲載制度を導入する。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

33
まちづくり支援自販機設置
の推進

まちづくり支援自販機（売り上げの２０％
を本市に寄付）の設置を推進する。合わ
せて市民への周知を行う。

実施済み

実　施　課

情報推進課

管財課

総務課

商工観光課

税務課

管財課

総務課・生涯
学習課・ほか
自販機設置課

商工観光課

実施状況

規程を制定し、平成20年4月から実施済み

H19年度旧試験炭鉱跡地の売却。
（10筆81,544m2）
法定外公共物の払下げ。
賃付地の払い下げ。

職員駐車料の有料化については、係内で問題
点や課題の整理を行ったが、問題点・課題が多
いため、今後、庁内検討組織の設置を検討した
い。

合併後７件の立地協定を締結した。
H18：2件　　H19：5件

研究会等の設置は実施できていない。

民間業者訪問等取組んでいる。

庁舎や体育施設等に１０台設置済み

空き店舗対策に係る各種助成事業の事業実施
について商工会議所等と協議した。※いずれの
商工会議所等においても会員等から実施要望
が上がっておらず施策としての行政需要がない
状況
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 実施 → → →

4,156 4,156 4,156 4,156
4,156 4,156 4,156 4,156

検討 実施 → → →

44,064 37,338 47,159 49,561
38,793 56,513 56,513 56,513

検討 実施 → → →

1,850 2,480 2,984 3,186
2,596 2,596 2,596 2,596

検討 実施 → → →

3,457 3,457 3,457 3,457
3,457 3,457 3,457 3,457

検討 実施 → → →

7,723 7,723 7,723 7,723
7,723 7,723 7,723 7,723

検討 実施 → → →

148,152 148,152 148,152 148,152

検討 実施 → → →

24,972 24,972 24,972

検討 実施 → → →

47,696 47,696 47,696 47,696
56,332 85,911 85,911 85,911

検討
実施

→ → → →

2,210 2,210 2,210 2,210
740 2,959 2,959 2,959 2,959

検討
実施

→ → →

651 651 651 651

検討 実施 → → →

7,867 7,876 8,092 8,092
4,873 4,873 4,873 4,873

１　財政の健全化

（３）　歳出の削減

経常経費（物件費、維持
補修費等）の節減

旅費の見直し

時間外勤務手当の縮減

交際費の削減

特別職給与の特例減額
（カット）の実施

44

45

厳しい財政状況を踏まえ、庁舎や施設の清掃業
務並びに市有地の草刈り等については、職員で
できるものは、職員が行うことにより、当該委託業
務の縮小・廃止を行う。

一部実施
済み

実施済み
庁舎清掃等委託業務の縮
小・廃止

議案、予算書、決算書等
組織内配布資料のＰＤＦ化
（電子化）の検討

経費削減のため、議案、予算書、決算
書等組織内配布資料のＰＤＦ化を検討
する。

42
厳しい財政状況を踏まえ、予算編成に
おいてシーリングを設定するなどによ
り、一層の経常経費の節減に努める。

43
電気使用状況に合わせた最適プランを
選択し、電気料金を削減する。

実施済み

実施済み電力契約の変更
総務課

施設所管課

40
危機的財政財政状況を踏まえ、職員給
与の特例減額を実施する。

41
厳しい財政状況を踏まえ、新たな投資
的事業については、実施しないことを基
本とする。

実施済み

着手済み
職員給与の特例減額（カッ
ト）の実施

投資的経費の抑制

38

危機的財政財政状況を踏まえ、市長、
助役、教育長給与の特例減額を実施す
る。
市長１０％、助役１０％、教育長７％

39
管理職手当の特例減額（カット）を実施
する。２０％減額

実施済み

実施済み
管理職手当の特例減額
（カット）の実施

人事課

36

ノー残業デーの実施や所属長への人事
権付与等により、時間外手当の縮減を
図る。当初予算措置額を段階的に５％
に削減する。

37
市長交際費等の交際費については、大
幅に削減する。

実施済み

実施済み

備　　　考

35
県内旅行における日当廃止等必要な見
直しを行う。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項 実　施　課

人事課

人事課

人事課
議会事務局

人事課

人事課

財政課

財政課

財政課
総務課
会計課

総務課
施設所管課

実施状況

平成19年4月１日より県内旅行における日当支
給の廃止

Ｈ19より当初予算措置額の５％ｶｯﾄ。
H20.7よりノー残業デーの実施

市長交際費については、毎年度、２０％～３０％
ずつ削減している

実施内容を現在も継続中

実施内容を現在も継続中

実施内容について労使交渉中

事業の有効性・緊急性・重要度を勘案し抑制を
図っている。

物件費・維持補修費等の経費削減を図ってい
る。

碓井庁舎等計１８施設について、プランを変更し
た。

予算書については、H19予算から電子データに
よる配布を行っており、印刷製本の外注は行っ
ていない。議案書及び決算書についても、一部
電子化済み

碓井庁舎敷地内などの草刈等を職員で実施し
ている。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

１　財政の健全化

（３）　歳出の削減

備　　　考
実施年度及び効果見込み額

Ｎｏ 実　施　内　容
実施状況
区分

実　施　事　項 実　施　課実施状況

検討 実施 → → →

10,807 11,320 11,320 11,320
11,609 11,609 11,609 11,609

検討 実施 → → →

0 130,481 124,907 135,448 138,052
740 280,650 352,921 352,921 352,921

46
類似委託業務の一括発注や長期継続
契約の活用等により、委託料の削減を
図る。

47
委託契約等における随意契約の適用に
ついては、指針等を策定するなどによ
り、安易な随意契約を抑制する。

実施済み

一部実施
済み

委託契約等における業務
内容の見直し

随意契約の見直し

管財課
関係課

管財課

図書館や美術館等の各委託契約等の業務内容
の見直しを行った。

旧市町で随意契約していた業務を取りまとめ一
括契約を行なうなどを実施
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
検討
実施

→ → →

検討 実施 → → →

64,941 88,341 139,256 139,716
47,972 85,470 143,587 145,635

検討 → 実施 → →

18,472 18,472 18,472

検討 実施 → →

検討 → 実施 → →

検討
実施

→ → →

検討 実施 → → →

検討 → 実施 → →

検討 実施 → → →

検討 → 実施 → →

検討 実施 → → →

2,473 6,019 6,019 6,019
1,787 7,767 7,767 7,767

１　財政の健全化

（４）　事務事業の見直し

扶助費の適正化

行政の関与のあり方に関
する基準の策定

事務事業の見直し

市単独事業の見直し

行政評価システムの導入

57
外郭団体等の事務局を持っている部署
は、期限を切って事務局機能を廃止し、
団体の自立を促進する。

58
職員福利厚生事業の点検見直しを行
い、適正に事業を実施し、実施状況を公
表する。

《補助率の推移》
H18　7.6/1000
H19　7.6/1000の10％ｶｯﾄ
H20　5/1000

着手済み

一部実施
済み

外郭団体等の事務局整理

職員福利厚生事業の見直
し

55

生活保護法の規定に沿って、能力・資産の活用
等「補足制の原理」の推進を図り、適正な生活保
護の実現を図る。また、国の自立支援プログラム
等の動向に合わせ、生活保護受給者の就労への
支援を強化する。

56
全ての事務処理について、その内容や
仕組み等を見直し、事務処理の一層の
効率化・迅速化を図る。

実施済み

一部実施
済み

事務処理の効率化・迅速
化

全課

53
窓口業務（申請受付等）の全てについ
て、マニュアル化、事務の効率化・迅速
化を図る。

54
迅速な意思決定による事務効率化を図
るため、事務決裁規程の見直しを行い
事務決裁権限の移譲を行う。

未着手

実施済み窓口業務のマニュアル化

事務決裁規程の見直し

51
ＰＤＣＡサイクルを取り入れた第三者機
関が必要に応じて事務事業の評価を行
う行政評価システムを導入する。

52
各種イベント等については、市の一体化
を図るため、類似性のあるものは一本
化を行う。

着手済み

一部実施
済み

イベントの統一

行革推進室

49

全ての事務事業について、市が関与す
る必要性、費用対効果等の観点から検
証を行い、事務事業の再編・整理、廃
止、縮小の方向で見直しを行う。

50

市が実施している単独事業について、
その必要性、効果等の観点からゼロ
ベースで検証を行い、再編・整理、廃
止・縮小の方向で見直しを行う。

一部実施
済み

一部実施
済み

備　　　考

48

行政の担うべき範囲や行政関与のあり
方についての基本的事項を定めた基準
を策定し、基準にもとづき事務事業の見
直しを行う。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項 実　施　課

行革推進室

全課

市単独事業実
施課

商工観光課
生涯学習課

各総合窓口課
ほか

人事課

保護課

商工観光課
生涯学習課
社会福祉課

人事課

実施状況

市行革本部にて、平成19年11月に「市の関与基
準」を策定済み

全課において事務事業の見直しを実施してい
る。
Ｉ－ＪＡＭＰの廃止など

事業実施課において検討を行っている。
H19から中学生海外派遣事業休止

平成21年度からの本格実施を目指し、制度の導
入作業を行っている。

夏まつり及び秋まつりについては、統合に向け関係
機関と協議を行っている。
生涯学習課所管イベントについては、統合済み。

各支所総合窓口課などでは、窓口業務のマニュ
アルを作成し、事務の効率化を図っている。

H21予定の機構改革に併せて実施するよう検討
を行う

平成１８年度から、国の自立支援プログラム等
の動向に合わせ、ハローワークと連携し、就労
への支援を強化している。

各所管課において、事務処理の効率化に向け
検討を行い、できることから順次実施している。

関係団体と協議を行っている。

補助金については、段階的に削減。
公表については検討中
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

１　財政の健全化

（４）　事務事業の見直し

備　　　考
実施年度及び効果見込み額

Ｎｏ 実　施　内　容
実施状況
区分

実　施　事　項 実　施　課実施状況

検討 実施 →

検討 実施 → → →

45,170 42,665 42,665 42,665
45,100 45,100 45,100 45,100

検討 →

検討 実施 → →

検討 → → →

検討 → 実施 → →

検討 → 実施 → →

0 112,584 137,025 187,940 188,400
0 94,859 156,809 214,926 216,974

65

旧市町単位で取扱いが異なっている配食サービ
スについては、統一化に向けて調整を行う。また、
経費削減のため、サービス内容や負担のあり方
についても、見直しを行う。

未着手配食サービスの見直し 高齢者介護課

64

旧市町単位で取扱いが異なっている自治会組織
について、取扱いの統一化を図る。また、自治会
組織の規模についても、均一化を図るため、必要
な検討を行う。

未着手

一部実施
済み

小中学校通学区域の見直
し

自治会組織体制の見直し

63

少子化等による児童生徒の減少や合併による区
域拡大を踏まえ、児童生徒の適正配置を図るた
め、通学区域の見直しを行う。合わせて、小中学
校の適正配置（統廃合）についても、検討を行う。

61

財政状況を踏まえ、合併協定項目にお
ける不均一な取扱いの経過期間につい
ては、必要に応じて期間短縮も検討す
る。

62
財政状況を踏まえ、市長公用車及び議
長公用車については、必要な見直しを
行う。

取り止め

実施済み

合併協定項目における経
過措置期間の見直し

市長公用車と議長公用車
の見直し

59
効率的・効果的な財政運営ができるよう
予算の枠配分方式の導入について、検
討を行う。

60
財政状況を踏まえ、長寿祝金給付事業
については、節目のみ（77歳、88歳、99
歳、100歳以上）の支給とする。

未着手

実施済み

予算の枠配分方式の導入

長寿祝金給付事業の見直
し

財政課

高齢者介護課

行革推進室

人事課
議会事務局

学校教育課

総務課

今後検討を行う

・平成２０年度から山田・碓井・嘉穂地区行政区
長・隣組長の身分を統一。稲築地区については
協議中。
・行政区の規模については、昨年度末に行政区
再編庁内検討委員会を立ち上げ、検討中。

Ｈ２０年度中に見直しについて検討予定

行政評価（施策評価）制度の導入に合わせて平
成２３年度予算から導入する予定である。

Ｈ１９年度より実施
（７１歳以上の一律支給を廃止し、節目支給の
みに見直した）

不均一状態の経過措置期間は平成21年度にほ
ぼ解消されることから、経過措置期間の見直し
は実施しないこととした。

市長公用車運転手については、正規職員から
嘱託化した。議長公用車運転手は廃止した。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
検討
実施

→ → →

検討 実施 → →

51,505 65,329 70,215
97,855 97,855 97,855

検討 実施

36,513
47,552

検討 実施 → →

0 36,513 51,505 65,329 70,215
0 47,552 97,855 97,855 97,855

１　財政の健全化

（５）　補助金等の見直し

補助金交付基準の作成

補助金等の見直し

補助金の一律カット

提案型補助制度の導入検
討

69

市民団体等が市のまちづくりに資する
公益的な事業を提案して補助金交付を
申請する提案型補助制度の導入につい
て、検討を行う。

実施済み

67
既存の補助金については、第三者機関
によりゼロベースから検証を行い、見直
しを行う。

68

危機的財政状況を踏まえ、補助金の見
直しが完了するまでの間、補助金につ
いては、原則として一律１０％カットを行
う。

一部実施
済み

実施済み

備　　　考

66
補助金等の適正化を図るため、補助金
交付する際の統一的な基準となる補助
金交付基準を作成する。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

企画調整課

実施状況

市行政改革推進審議会（案）をもとに、平成２０
年4月に市補助金交付基準を策定した。

市行政改革推進審議会の答申内容をもとに、見
直し計画を策定し、平成20年度予算から見直し
内容を一部反映させている。

H19予算措置において、原則１０％カットを実施
した。

平成２０年度より実施済み

実　施　課

行革推進室

行革推進室

財政課
関係課
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
実施

→ → → →

検討
検討
実施

→ → →

検討
検討
実施

→ →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

１　財政の健全化

（６）　公営企業（水道事業）の経営健全化

基本計画の作成

民間委託等の推進

水道施設の見直し

71
民間委託の推進や内部管理経費の節
減等により、経営の健全化に努める。

72
水道施設については、基本計画により
施設整備の検討を行う。

取り止め

着手済み

備　　　考

70
基本計画を作成し、当該計画に基づい
て計画的な事業運営を行う。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項 実　施　課

水道局

水道局

水道局

実施状況

平成20年3月基本計画作成済み。

浄水場の民間委託を行った場合の委託費は、
現在の人件費より増加するため民間委託は行
わない。

施設整備の検討を行っているが、実施時期につ
いては未定。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
実施

→ → →

検討 実施 → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

１　財政の健全化

（７）　出資法人等（第三セクター）の見直し

情報公開の推進

出資法人等の見直し74
出資法人等については、公的関与の必
要性等から検証を行い、必要な見直し
を行う。

着手済み

備　　　考

73
出資法人等の経営状況や職員給与の
状況等について、情報公開を行う。、

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

一部実施
済み

実　施　事　項 実　施　課

農政課
生涯学習課

農政課
生涯学習課

実施状況

（株）うすいについては、21年度からの実施に向
け、問題点や課題の整理を行っている。（財）嘉
麻市文化スポーツ振興公社については、議会へ
報告し、情報公開を行っている。

所管課において、問題点や課題の整理を行って
いる。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
検討
実施

→ → →

検討
実施

→ → →

検討
実施

→ → →

検討 実施 → → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

１　財政の健全化

（８）　公共工事のコスト縮減

公共工事コスト縮減計画
の策定

現場説明会の廃止

郵便入札制度の一部試行

条件付一般競争入札制度
の導入

78
条件付一般競争入札制度を一部導入
する。

実施済み

76
工事発注（委託等も含む）に伴う現場説
明会については、原則として廃止する。

77
郵便入札制度を公共工事の一部から試
行し、状況を見ながら拡大を検討する。

実施済み

実施済み

備　　　考

75
公共工事コスト縮減計画を策定し、当該
計画に基づき、公共工事のコスト低減に
努める。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

未着手

実　施　事　項

管財課

実施状況

工事発注原価の意見徴収を行ない、今後の工
事発注動向を見極めた上で検討する。

平成１９年４月から実施済み

平成１９年６月から実施済み
・H18平均落札率：95.0
・H19平均落札率：87.0（郵便入札）

平成１９年６月から実施済み
・H18平均落札率：95.0
・H19平均落札率：86.1（条件付一般競争）

実　施　課

管財課

管財課

管財課
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

検討 → 実施 →

96,197
56,997 56,997

検討 → 実施 →

検討 実施 → →

検討 実施 → →

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

検討 実施 → →

備　　　考

79
機動的かつ効率的な体制がとれるよ
う、部、課、係の整理統合を行う。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

80
行政課題や住民ニーズに即応するため
に、滞納対策専門部署や企業誘致担当
部署等の充実・強化を図る。

81
本庁と総合支所の事務分担について、
必要な見直しを行う。

実施済み

実施済み

82
保育所（園）については、統廃合及び指
定管理者の導入を行い、直営施設数を
半分程度に縮小する。

83
少子化等を踏まえ、学校の統廃合も含
めて検討を行う。

着手済み

着手済み小中学校の見直し

こども育成課

84
機動的かつ効率的な勤務体制がとれる
よう、時差勤務制（フレックスタイム制）
を導入する。

85
時差勤務制の導入に併せて、窓口時間
延長サービスを導入する。

未着手

未着手
窓口時間の延長サービス
の導入

86
機動的かつ効率的な勤務体制がとれる
よう、スタッフ制の導入を一部試行し、
状況により、順次拡大を行う。

87
新たな住民サービスや行政課題に対応
するため、プロジェクト体制を整備し、事
務事業の効率化・円滑化を図る。

実施済み

実施済み

スタッフ制の導入

プロジェクト推進体制の整
備

88
市民サービスの向上のため、市民相談
窓口（係）を新たに設置する。

89
生活保護受給者等の自立支援業務の
充実を図るため、自立支援員（仮称）の
配置を行う。

実施済み

実施済み

市民相談窓口の設置

自立支援員（仮称）の配置

２　簡素で効率的な組織の構築

（１）　組織・機構の見直し

時差勤務制の導入

部、課、係の整理統合

滞納対策部署や企業誘致
担当部署等の充実・強化

本庁と総合支所の事務の
見直し

保育所（園）の見直し

実　施　課

人事課

人事課

人事課

学校教育課

人事課

人事課

人事課

人事課

人事課

保護課

実施状況

Ｈ19.8機構改革実施済み
《機構改革の内容》
９部局４６課１０７係⇒９部局３９課８３係

Ｈ19.8機構改革実施済み

Ｈ19.8機構改革実施済み

平成20年5月より、保育所施設見直し委員会を
設置し、検討中
※H22実施予定

平成２４年に嘉穂地区小学校統合を行なう予定

今後検討を行う

今後検討を行う

Ｈ19.8機構改革時に実施済み

Ｈ19.8機構改革時に実施済み

Ｈ19.8機構改革時に実施済み

民間委託にて、自立支援員（就労支援員）を派
遣してもらい、就労支援を行っている。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22
備　　　考

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実　施　事　項

２　簡素で効率的な組織の構築

（１）　組織・機構の見直し

実　施　課実施状況

検討
実施

→ → →

検討 → 実施 →

195 195 195

0 0 195 195 96,392
0 0 0 56,997 56,997

90
市民の利便性の向上を図るため、窓口
業務の総合窓口化を検討する。

91
消防団組織については、自治体規模に
応じた体制とするため、類似団体等を
参考として必要な見直しを行う。

実施済み

実施済み

総合窓口化の検討

消防団組織の見直し

人事課

総務課

嘉麻市消防団の組織等に関する規則を改正の
上、平成２０年４月１日から実施済み
（消防団員の定数を855人から790人に見直し
た）

Ｈ19.8機構改革時に実施済み
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

備　　　考

92
総合支所について、一次窓口機能に特
化していく方向で見直しを行う。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

93
総合支所組織については、機能の見直
しに合わせて組織の整理統合を行い、
スタッフ制の導入を行う。

94
分室組織については、縮小・廃止の方
向で見直しを行う。

一部実施
済み

実施済み分室の見直し

２　簡素で効率的な組織の構築

（２）　総合支所の見直し

総合支所の見直し

総合支所組織の整理・統
合

実　施　課

人事課

人事課

人事課

実施状況

Ｈ19.8機構改革時に実施済み
（総合支所設置５課を統合し、総合窓口課を設
置）

Ｈ19.8機構改革時に実施済み
スタッフ制については検討中

Ｈ19.8機構改革時に実施済み
（水道局分室及び会計課分室を廃止）
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 実施 → → →

300,975 342,367 383,223 477,276

検討 実施 → → →

57,079 63,667 76,256 82,674
42,000 78,000 112,000 144,000

検討 実施 → →

検討
実施

→ → → →

180,000 280,000 380,000 470,000
0 358,054 406,034 459,479 559,950
0 222,000 358,000 492,000 614,000

備　　　考

95

職員定員適正化計画を作成し、職員数
の削減を行う。
計画期間内（Ｈ２２末まで）に７０人以上
の削減を目標とする。※普通会計ベー
ス

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

96
臨時嘱託職員を雇用する際の統一的な
基準を作成し、組織機構の見直しに併
せて更なる削減を図る。

97
窓口業務や定型業務の外部委託や人
材派遣の活用について、検討する。

実施済み

未着手
外部委託や人材派遣の検
討

98
組織の活性化を図るため、早期退職勧
奨を実施する。

実施済み早期退職勧奨の実施 人事課

Ｈ18より毎年退職勧奨を実施
《勧奨退職者数》
H18　17人
H19　18人

２　簡素で効率的な組織の構築

（３）　定員管理の適正化　

定員適正化計画の作成

臨時嘱託職員の見直し

実　施　課

人事課

人事課

人事課

実施状況

Ｈ19.2に計画を策定
現在同計画に基づき定員管理を実施中
《一般会計職員の推移》
H18：500人⇒H19：471人⇒H20：450人

H19より段階的に削減
《一般会計臨時嘱託職員の推移》
H18：376人⇒H19：358人⇒H20：342人

今後検討を行う
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

実施 → → → →

検討 実施 → → →

38,258 55,646 55,646 55,646
71,838 71,838 71,838 71,838

検討 → 実施 →

検討 → 実施 →

0 38,258 55,646 55,646 55,646
0 71,838 71,838 71,838 71,838

備　　　考

99
給与制度については、国の制度改正等
に併せて必要な見直しを行う。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

100
財政状況及び国の制度を踏まえ、地域
手当を廃止する。

《地域手当支給率》
H18　　　3.0％
H18.10　2.5％
H19　　　1.0％
H20　　　　0％

101
人事評価制度の導入に併せて、より勤
務実績が給与に反映できる制度の導入
について検討する

実施済み

着手済み
勤務実績が反映できる給
与制度の導入検討

102
人事行政運営の透明性を高める観点か
ら、職員組合との交渉内容等について
公表する。

未着手
職員組合との交渉内容等
の公表

人事課実施内容について、今後労使交渉を行う

２　簡素で効率的な組織の構築

（４）　給与の適正化

給与制度の見直し

地域手当の廃止

実　施　課

人事課

人事課

人事課

実施状況

国の給与構造改革に伴う給料表の見直しを行
い、Ｈ19より給料水準を平均５％程度引下げた。

Ｈ20.4より廃止済み

人事評価制度の制度設計に併せて検討
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
検討
実施

→ → →

検討 実施 → → →

検討 → 実施 →

検討 → → →

検討 → 実施 →

検討 実施 →

検討 → 実施 →

5,509 5,509
0 0 0 0 0
0 0 0 5,509 5,509

備　　　考

103
民営化・民間委託については、民間活
力の活用方針（仮称）を策定し、本方針
に基づき積極的に推進する。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

104
市民サービスの向上や経費削減が見
込まれる業務については、業務委託を
積極的に推進する。

105
公共サービスの質の向上及び経費節減
の観点から、市場化テストの活用につ
いて検討を行う。

未着手

着手済み

106
民間資金や経営能力等を活用して公共
施設等を建設運営等を行うＰＦＩの導入
について、研究を行う。

107
現在、直営で行っている学校給食業務
については、コスト低減等を図るため、
民間委託する方向で検討を行う。

着手済み

未着手
学校給食業務の民間委託
の検討

行革推進室

108
子育て支援センター運営をボランティア
への委託を検討する。

着手済み
子育て支援センター運営
のボランティアへの委託検
討

109
民間活力利用及び職員削減の観点か
ら、山田地区におけるごみ収集業務に
ついては、民間委託を行う。

取り止め

収集作業員の任用構成の変更により、経費の
低減を図ることが可能であり、又市内全域にお
いてごみ収集の弾力的運用ができることなどに
より、当面取り止めとする。

３　民間活力の導入

（１）　民営化・民間委託の推進

ごみ収集業務の民間委託

民間活力の活用方策の検
討

業務委託（アウトソーシン
グ）の推進

市場化テストの活用検討

ＰＦＩの導入研究

実　施　課

行革推進室

全課

行革推進室

学校教育課

こども育成課

清掃課

実施状況

市行革本部にて、平成19年11月に「民間活力導
入の指針」を策定済み

民間活力導入の指針に基づき、今後、検討を
行っていく

先進事例等の情報収集を現在行っている。

先進事例等の情報収集を現在行っている。

具体的な事務作業に着手していない。

現在委託先のボランティア組織がないため、ま
ず、組織の育成を行なうこととした。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 → 実施 →

428 428 428 428
11,383 11,383

検討 → 実施 →

検討
検討
実施

→ → →

17,791 21,638 21,794 21,794

検討 → 実施 →

978 757 757 757
33,404 33,404

検討 → 実施 →

3,081 7,062 7,062 7,062
28,866 28,866

検討 → 実施 →

10,005 10,005

検討 → 実施 →

2,093 2,093

検討 → 実施 →

10,954 10,954

検討 → 実施 →

検討 → 実施 →

検討 → 実施 →

29,800 29,800

備　　　考

110
目的を同じくする類似施設については、
内部検討組織を設置し、必要な見直し
を行う。

母子健康センター、隣保館等

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

一部実施
済み

実　施　事　項

111
地域に密着し、利用者が特定された施
設等について、移管・移譲を推進する。

112
民間活力を活用する観点から、指定管
理者制度を積極的に導入する。

着手済み

一部実施
済み

113
福祉センター・憩いの家については、統
廃合を行い半分程度に削減する。

114

体育施設については、統廃合を行い半
分程度に削減し、併せて指定管理者の
導入を行い直営施設をなくす方向で見
直す。

着手済み

着手済み体育施設の見直し

高齢者介護課
社会福祉課

115
市民センター、ホール、会館等について
は、統廃合を行い、半分程度に削減す
る。

着手済み
市民センター、ホール、会
館等の見直し

116
織田廣喜美術館、郷土館等について
は、指定管理者制度を導入する。（又
は、休止する方向で検討を行う）

117
学童保育所・児童館については、指定
管理者制度へ移行することで検討を行
う。

着手済み

着手済み
学童保育所・児童館の見
直し

検討の結果、全ての学童保育所を直営で行なう
こととし,今後委託先と協議予定（H22実施予定）
※補助事業の制度改正により運営経費が増加
し、効果が見込めなくなった

118
農機具保管庫、共同作業所等について
は、地域へ移譲する方向で調整を行う。

着手済み
農機具保管庫、共同作業
所等農林業施設の見直し

農林整備課
農政課

公の施設見直し計画に基づき見直し作業に着
手し、現在、問題点や課題の整理を行っている。

119
類似公民館及び地区集会所について
は、地域に移譲する方向で調整を行う。

120
図書館については、効率的な運用方法
等の研究を行い、指定管理者を導入す
る方向で検討を行う。

着手済み

着手済み

類似公民館及び集会所の
見直し

図書館の見直し

３　民間活力の導入

（２）　公共施設の見直し

織田廣喜美術館、郷土館
等の見直し

類似施設の統廃合

施設の移管・移譲の推進

指定管理者制度の導入推
進

福祉センター・憩いの家の
見直し

実　施　課

施設所管課

施設所管課

関係課

生涯学習課

生涯学習課

文化課

こども育成課

生涯学習課
集会所施設所

管課

文化課

実施状況

公の施設見直し計画に基づき、見直し作業に着
手している。
※熊ヶ畑キャンプ村、碓井野外活動センターは
廃止済み

公の施設見直し計画に基づき、見直し作業に着
手している。

公の施設見直し計画に基づき、原則公募選考
のうえ、指定管理者の更新（１０施設）を行った。
今後、導入を予定している施設については、利
用者や周辺住民の意見等も聴取しながら検討を
行っていく。

公の施設見直し計画に基づき見直し作業に着
手している。

施設の設置目的、利用者の状況、設置に要した
起債、補助金等を調査し、利用者からの意見調
整等行って検討していく。

施設の設置目的、利用者の状況、設置に要した
起債、補助金等を調査し、利用者からの意見調
整等行って検討していく。

問題点や課題の整理を行い美術館運営協議会
に意見を求めて検討を進めている。

公の施設見直し計画に基づき見直し作業に着
手し、現在、問題点や課題の整理を行っている。

問題点や課題の整理を行い図書館協議会に意
見を求めて検討を進めている。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22
備　　　考

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実　施　事　項

３　民間活力の導入

（２）　公共施設の見直し

実　施　課実施状況

検討
実施

→ → →

検討 → → →

0 22,278 29,885 30,041 30,041
0 0 0 126,505 126,505

121
支所や小中学校の空スペースの有効
利用について、庁内検討組織を立ち上
げ、検討を行う。

122
自校方式とセンター方式が併用されている運営形態につ
いて、施設整備も含めて検討を行う。また、学校給食業務
については、配食サービスとも併せた形で完全民営化の
可能性についても調査研究を行う。

着手済み

未着手

公共施設（空スペース）の
有効利用

学校給食運営の見直し

総務課

学校教育課

空き庁舎の活用については、公共的団体等へ
の活用を検討するが、希望する団体等なし。

具体的な事務作業に着手していない。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
実施

→ → → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

123
行政改革の意識を高めるために、全職
員による一人一提案一改革を実施す
る。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

４　人材の育成

（１）　職員の意識改革

一人一提案一改革の実施

備　　　考実　施　課

全課

実施状況

平成１８年度において全職員による一人一提案
を実施した。
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

検討 実施 → → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

備　　　考

124
人材育成基本方針及び人材育成プログ
ラムを作成し、本方針等に基づき計画
的な人材育成を図る。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

着手済み

実　施　事　項

125
職員研修については、職員研修計画を
作成し、体系的かつ計画的に実施す
る。

126
事務の高度化・多様化に伴い、職員の
専門的な資格取得等を奨励し、高度な
知識を持った専門職員の育成を図る。

実施済み

実施済み専門職員の育成

４　人材の育成

（２）　計画的な人材育成

人材育成基本方針及び人
材育成プログラムの作成

職員研修制度の充実

実　施　課

人事課

人事課

人事課

実施状況

人事評価制度の制度設計に併せて検討

毎年、研修計画を策定し、同計画に基づき研修
を実施

毎年、派遣研修などにより実施
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 → 実施 →

検討
実施

→ → →

検討 → 実施 →

検討 → 実施 →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

備　　　考

127
職員の能力・実績等が公平・公正に評
価される人事評価制度を導入する。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

着手済み

実　施　事　項

128
職員の政策形成能力等の向上のため、
職員提案制度の導入について検討し、
早期の導入を目指す。

129
職員の能力や意欲の向上等のため、昇
格試験制度の導入について検討し、早
期の導入を目指す。

着手済み

未着手昇格試験制度の導入検討

130
円滑な人事配置を行うため、希望降任
制度の導入について検討する。

未着手希望降任制度の導入検討 人事課今後検討を行う

４　人材の育成

（３）　人事評価制度の導入等

人事評価制度の導入

職員提案制度の導入検討

実　施　課

人事課

人事課

人事課

実施状況

Ｈ20.7より制度設計構築のための勉強会を設置
予定

現在検討中

今後検討を行う
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討 → → 実施 →

検討
実施

→ → → →

検討 実施 → → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

備　　　考

131
市民参画の基本となる「嘉麻市自治基
本条例」（仮称）の制定について、検討
を行う。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

着手済み

実　施　事　項

132
市民参画を促進するため、パブリックコ
メント制度を積極的に活用する。

一部実施
済み

133
市民との協働を推進するため、市長と
市民による定期的な意見交換会を実施
する。

実施済み
市長と市民の定期的な意
見交換会の実施

５　市民との協働

（１）　市民参画の推進

「嘉麻市自治基本条例」
（仮称）の制定検討

パブリックコメント制度の
活用

実　施　課

企画調整課

全課

企画調整課

実施状況

平成１９年年度より平成２１年度条例施行に向
け条例策定中

現在、策定作業中の自治基本条例において制
度化を検討している。
行革大綱策定時に、実施済み。

平成１９年２月、平成１９年１０月～１１月に市政
懇談会を実施

27



基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
検討
実施

→ → →

検討
検討
実施

→ → →

検討 実施 → →

検討
検討
実施

→ → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

備　　　考

134
地域協働を推進するため、自治会、ボラ
ンティア等との連携・協力を強化する。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

135 ＮＰＯ等の支援を行う部署を設ける。

136
縦割り補助金を整理統合化し、地域協
働を促進するための「地域づくり交付
金」制度を導入するための検討を行う。

実施済み

未着手
「地域づくり交付金」（仮
称）制度の検討

137

市職員全員が何らかの市民ボランティ
アやＮＰＯ等へ参加し、まちづくり活動へ
の支援を図るとともに、市政に関する情
報収集を図る。

一部実施
済み

職員によるボランティア団
体への参画

全課
各職員の地元等の行事、ボランティア活動への
参加を積極的に行うようしている。

５　市民との協働

（２）　地域協働の推進

自治会等との連携・協力
の強化

ＮＰＯ、ボランティア等の支
援

実　施　課

企画調整課

人事課

企画調整課

実施状況

ＮＰＯ・ボランティア団体との協働について広報
紙へ掲載し啓発を実施中

Ｈ19.8機構改革時に実施済み

協働に関しての事務分掌が不明確
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基本方針

推進項目

18 19 20 21 22

検討
実施

→ → → →

検討 → → 実施

検討
実施

→ → → →

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

備　　　考

138
透明性の向上を図るため、市民への情
報提供の充実を図る。

実施年度及び効果見込み額
Ｎｏ 実　施　内　容

実施状況
区分

実施済み

実　施　事　項

139
外部監査制度の活用について、検討を
行う。

140
市ホームページの内容を充実し、積極
的に市内外へ情報発信を行う。

未着手

実施済み市ホームページの充実

５　市民との協働

（３）　公正の確保と透明性の向上

情報提供の充実

外部監査制度の活用検討

実　施　課

全課

監査委員事務
局

情報推進課

実施状況

市広報紙やHPをとおして積極的に情報提供を
行っている。

実施年度がＨ２２のため、具体的な事務作業に
は着手していない。Ｈ２１に検討する予定であ
る。

新着情報やトピックスなど市民生活と関わりの
ある情報についての更新ペースを向上させた。
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